














①「表現の自由」（憲法 21 条）に対する正当性なき制約 
（ⅰ）はじめに 
（ⅱ）多くの国民の「国民投票運動」からの排除 













                                 
1 1953年 2月 13日付『朝日新聞夕刊』。 




法」制定の動きがでてきた。2001 年 11 月 16 日、「憲法調査推進議員連盟」は改憲発議のため













                                 






















丈人「これはおかしい！憲法改正国民投票法案」『世界 2005年 4月号』36-7頁）という見解に共感を覚える。 
  もっとも、現段階で「日本国憲法改正国民投票法」を制定することが、「国民のための政治」に重点を置


























                                                                                     
くのであれば必ずしも適切とは私は考えない。例えば、2005年 4月 16日付『毎日新聞夕刊』には、大阪府




を営む権利」（憲法 25 条）を充実させる施策等を先に行うべきなのか。権力担当者は 9 条改正を行い、海
外へ自衛隊を派兵できるようにすることを優先させているようだが、「国民のための政治」を重視すれば、
「日本国憲法改正国民投票法」の制定よりもむしろ 25条の施策等を先に推進すべきであろう。 
6 Patrice Gélard／Jacques Meunier, Droit constitutionnel et institutions politiques, 11éd., Montchrestien ,2001, P.91. 
7 芦部信喜『憲法学Ⅰ 憲法総論』（有斐閣、1993年）37頁。 


































































































                                 
14 近時の「日本国憲法改正国民投票法案」については、今井一『「憲法九条」国民投票』（集英社新書、2003
年）、隅野隆徳「国民投票法案Q&A」『週間金曜日 552号』18―21頁等参照。 
15 日本国憲法 96条 1項にいう「各議院の総議員の 3分の 2以上」の意味に関しては、憲法学説上も「現在議




















－ 57 － 









例を挙げるが、憲法改正の国民投票が行われた際、100 人いる有権者のうち 30 人しか投票せず、そ




万 3847 票、反対１万 2766 票で国民の承認が得られたとされた。棄権率 73.3％、賛成 26.48％、反










                                 





第 9章 改正」『ジュリスト 241号』102頁。 
20 橋本公亘『現代法律学全集 2憲法』（青林書院新書、1973年） 599頁。 


























                                 
21 小島和司「憲法改正国民投票法案について」 『法律時報 25巻 3号』（日本評論社、1953年）52頁で、小島
は以下のように述べている。 
「裁判所が右審査法〔最高裁判所の国民審査〕を合憲と判示するにあたって採用した論理〔最大判昭和 27年
2月 20日民集 6巻 2号 122頁〕は明白に本国民投票に適用の余地なきもので、もし右のような方式が本国
民投票に採用されるならば、それは間違いなく違憲と考えられたであろう」。 
22 2005年 2月 24日付『読売新聞』 































                                 
23 2005年 4月 16日付『東京新聞』。 











①「表現の自由」（憲法 21 条）に対する正当性なき制約 
（ⅰ）はじめに 
上記のような言論規制には憲法上様々な問題がある。第１に、この法案では、憲法上の権















                                 
24 T.Emerson,First Amendment Doctrine and the Burger Court,68 California L.Rev.442（1980）p.423.そ
の他にも、エマソンの主張に関しては、T.I.エマーソン（小林直樹=横田耕一訳）『表現の自由』（東京大学出
版会、1972年）参照。 
25 表現の自由の原理論については、芦部信喜『憲法学Ⅲ人権各論（1）』（有斐閣、2000 年）248-261 頁、奥平
康弘 『なぜ表現の自由か』（東京大学出版会、1992年）3-79頁。 

























                                 
26 五十嵐敬喜・小林丈人「これはおかしい！憲法改正国民投票法案」『世界 2005年 4月号』40頁。 
27 五十嵐敬喜・小林丈人「これはおかしい！憲法改正国民投票法案」『世界 2005年 4月号』40頁。 
28 裁判所法 52条（政治運動等の禁止） 裁判官は、在任中、左の行為をすることができない。 
 一 国会若しくは地方公共団体の議会の議員となり、又は積極的に政治運動をすること。 
 二 最高裁判所の許可のある場合を除いて、報酬のある他の職務に従事すること。 


























的に許されないということになるのか。「猿払事件最高裁判決」（最大判昭和 49 年 11 月６日












































                                 
30 五十嵐敬喜・小林丈人「これはおかしい！憲法改正国民投票法案」『世界 2005年 4月号』40頁。 


































































































32 Patrice Gélard／Jacques Meunier，op.cit., p.53. 
33 清水睦「憲法 96条における国民投票制への一視座」『日本国憲法の位相』（日本評論社、1967年）294頁。 
34 清水睦「憲法 96条における国民投票制への一視座」『日本国憲法の位相』（日本評論社、1967年）294頁。 
























（Gesetz zur Behebung der Not von Volk und Reich）36、いわゆる「授権法」（Ermächtigungsgesetz）
を成立させるために、ヒトラー率いるナチスはヴァイマール憲法48条の大統領命令を濫用した37。 
 そうした大統領命令の一つで、「引出命令」（Die Schubladenverordnung）38とも称され、「こ
                                 
35 Hermann Heller, “Freiheit und Form in der Reichsverfassung” (1929) in:Christoph Müller (Hrsg.), 
Hermann Heller, Gesammelte Schriften 2. Aufl. (1992) J.C.B.Mohr (Paul Siebeck) Tübingen, Bd. II, S. 376. 




38 Werner Frotscher/Bodo Pieroth,Verfassungsgeschichte., 3.Aufl.C.H.Beck’sche erlagsbuchhandlung, München,2002, 
S.309. 



























                                 
39 Herwig Schäfer, “Die Rechtsstellung des Einzelnen von den Grundrechten zur volksgenössischen Gliedstellung” in 
:Ernst Wolfgang Böckenförde (Hrsg.), Staatsrecht und Staatsrechtlehre im Dritten Reich,C.F.Müller Juristischer Verlag 
Heidelberg,1985,S.109. 
40 Werner Frotscher/Bodo Pieroth,a.a.O., S.310. 
41 この事件に関しては、高田幸美、堀越明男、キー、吉田敏浩「私たちが逮捕されたとき･･･」『世界 2005年
3 月号』、宗像充『街から反戦の声が消えるとき ――立川反戦ビラ入れ弾圧事件』（樹心社、2005 年）等参
照。 
42 Le Monde,2004.6.16. 




































即しつつ法的に考察する」『世界 2005年 3月号』142頁。 
 
（2005年 5月 3日脱稿） 
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